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計画策定の背景

公共施設の老朽化問題

＜山梨県・中央道笹子トンネル崩落事故（平成24年）＞

約１ｔの天井が約330枚落下（死亡者9名、負傷者2名）

公共施設等（公共建築物・インフラ施設）の維持
管理・更新を確実に実施するために、「公共施設ア
セットマネジメント」の取組みを国を挙げて推進

「久喜市公共施設個別施設計画」
を策定（令和3年3月）

公共建築物
を対象に

個々の施設の
将来の方向性
を計画化

「久喜市公共施設等総合管理計画」
を策定（平成28年3月）
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行政系施設

消防団器具置場

医療・保健施設

福祉施設

幼稚園・保育所

放課後児童クラブ

子育て支援施設

学校教育系施設

図書館・資料館

スポーツ施設

産業系施設

市民文化系施設

市営住宅

普通財産

延床面積累計

新耐震基準（昭和57（1982）年以降）

211,932.27㎡（61.3％）

旧耐震基準（昭和56（1981）年以前）

134,069.77㎡（38.8％）

本市の現状

過去の公共施設の整備状況

築30年以上の割合は
全体の70％以上に
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学校教育系施設

59.9%

市民文化系施設

11.4%

行政系施設

10.4%

スポーツ施設

5.1%

福祉施設

4.2%

幼稚園・保育所

1.8%

図書館・資料館

1.5%

産業系施設

1.2%

普通財産施設

1.1%

医療・保健施設

1.0% 放課後児童クラブ

1.0%
子育て支援施設

0.5%

市営住宅

0.4%

消防団器具置場

0.4%

182施設

延床面積計

約346,002.04㎡

本市の現状

分類別の保有状況 令和2（2020）年3月31日時点
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施設大分類 久喜地区 菖蒲地区 栗橋地区 鷲宮地区 計（施設）

行政系施設 4 1 1 1 7

消防団器具置場 10 5 6 4 25

医療・保健施設 2 1 1 1 5

福祉施設 5 2 2 3 12

幼稚園・保育所 7 0 1 0 8

放課後児童クラブ 9 4 3 5 21

子育て支援施設 3 1 2 3 9

学校教育系施設 14 8 5 9 36

図書館・資料館 1 1 1 2 5

スポーツ施設 3 2 2 2 9

産業系施設 3 3 0 1 7

市民文化系施設 13 4 4 4 25

市営住宅 1 0 1 0 2

普通財産 6 4 1 0 11

合計 81 36 30 35 182

本市の現状

地区別の所有状況
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合併団体平均：2.60㎡/人

中都市（埼玉県）平均：2.22㎡/人

非合併団体平均：2.04㎡/人

久喜市：2.34㎡/人

本市の現状

埼玉県内同規模自治体との比較
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本市の現状

人口数の推移
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本市の現状

財政の状況（扶助費と普通建設事業費の推移）

現在保有する全ての公共建築
物を維持し、必要な改修や更
新を行った場合・・・

今後35年間に必要となる費用は、

約1,515.7億円
（約43.3億円/年）

これまでの費用の

約1.6倍の費用が必要に
0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H23

2011年

H24

2012年

H25

2013年

H26

2014年

H27

2015年

H28

2016年

H29

2017年

H30

2018年

R1

2019年

R2

2020年

R3

2021年

R4

2022年

R5

2023年

R6

2024年

（百万円） 扶助費 普通建設事業費

推計値

増加の見込み

P７



本市の現状

公共施設の劣化状況

屋上の防水層の劣化 外壁の損傷

天井材の一部脱落 電気設備の損傷

令和元年台風19号
による被害
（久喜総合文化会館）
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本市の現状

課題の整理

人口減少が続いており、約35年後には、
現在の4分の3程度にまで減少

生産年齢人口の減少により税収の増加が
見込めない一方で、少子高齢化により社
会保障関連経費は増加

・合併により、類似する施設が重複し、中には合併前の規模は不要となった施設も発生

・市民1人あたりの延床面積は近隣の同規模自治体の平均を上回る

・建築後30年以上が経過する建築物は全体の7割以上に

今ある全ての公共施設を維持し続けることは実質不可能

将来の財政状況と人口規模を見越した施設総量の縮減が必要

人口・財政

公共建築物

P９



個別施設計画とは？

久喜市公共施設個別施設計画
次世代へ安心・安全かつ魅力ある公共施設を引き継ぐために、

個別施設における具体的な検討時期や今後の方向性を示す計画

計画期間： 35年間 （令和3年度～令和37年度まで）

※おおむね10年間を目安に計画を見直し

計画目的： 久喜市公共施設等総合管理計画を推進し、施設の適正な配置と財政規模

に応じた対策費用の平準化を実践するための基本方針や方向性、年次計画

を定めることを目的とする。

対象施設： 本市の保有する公共建築物 182施設 約34.6万㎡

市民アンケート 地域懇談会 外部検討会 情報発信
パブリック・
コメント
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個別施設計画とは？

公共施設の適正化に向けた基本方針

「配置の適正化」、「建築物の長寿命化」の両観点に基づくマネジメントの推進方針１

適正配置計画

施設規模・配置の適正化

複合化・多機能化による拠点施設の整備

対象者や目的・用途を限定しないサービス
提供への転換

役割分担の見直し

保全計画

適切な建築物の状況把握方針6

長寿命化による財政負担の
平準化、建替費用の縮減

方針7

方針2

方針3

方針4

方針5

P１１



過剰分解消の
ための削減量過

剰
分

（
㎡
）

第
１
期
に
お
け
る

削
減
量

人口減少に
対応する
ための削減量

適
切
な
保
有
量
（
㎡
）

あ
る
べ
き
値

計画期間満了時点
における削減量

令和37
（2055）年度

令和29
（2047）年度

令和20
（2038）年度

令和11
（2029）年度

令和2
（2020）年度

計画策定時点 第1期満了時点 第2期満了時点 第3期満了時点 第4期満了時点

総人口152,311人
（H27国勢調査）

総人口
115,339人（久喜市人口ビジョン）

個別施設計画とは？

本市の適切な保有量「あるべき値」

公的基準

同規模自治体の
状況

市の政策判断
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個別施設計画とは？

適正配置計画 ※久喜市役所の例

総量削減、将来更新費用の抑制の観点から、長期的な視点（35年間）に基づき、「維持」、

「廃止」、「集約化」、「転用」、「譲渡」など、個別施設の適正配置の方向性を定める計画

方向性 取組内容 2021 2022 2023 2024 2025 後期 前期 後期

機

能
集約化

集約

化

建

物
除却 除却

機

能
維持

建

物
新築

新1
（新）久喜市役所本庁

舎（新庁舎）
―

本庁舎機能を集約し、保健セン

ター、子育て支援施設を併設した新

庁舎を建設する。第2期以降、機

能、建物ともに維持する。

新築

長期計画
第１期計画

2021～2029

第２期
2030～2038

第３

期
2039

～

2047

第４

期
2048

～

2055

1 久喜市役所 ×

本庁舎機能を集約し、新庁舎を建

設する。行政本庁機能はすべて移転

し、現本庁舎は除却する。

№ 施設名
将来

更新

分

類

0

P１３



個別施設計画とは？

保全計画 ※久喜市役所の例

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029

41 42 43 44 45 46 47 48 49

除却

239,600

1

7,845,100

新築
（新）久喜市役所本庁

舎（新庁舎）
新1

施設名称（棟名称）

上段：建築からの経過年　　中段：対策内容　　下段：対策費用（千円）

2028 新築

第1期の方向性建築年

久喜市役所（庁舎） 集約化・除却1980

№

1-1

適正配置計画を着実に推進するために、施設の方向性や劣化状況に基づき、改修等の建物

の維持管理に関する対策の内容や実施時期を定め、それに要する費用を明らかとする計画
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個別施設計画とは？

削減効果の検証① 施設総量

34.6万㎡

29.0万㎡

24.9万㎡

21.8万㎡
20.6万㎡

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

現在

（令和元年度末現在）

第1期満了時点

（令和11年度末）

第2期満了時点

（令和20年度末）

第3期満了時点

（令和29年度末）

第4期満了時点

（令和37年度末）

将来

16.1％

削減
27.9％

削減
37.1％

削減
40.6％

削減

（万㎡）
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個別施設計画とは？

削減効果の検証② 対策費用

第2期平均/年 第3期平均/年 第4期平均/年

（億円）（億円）

35年間総額

約902.9億円

第1期

約226.2億円

（約25.1億円/年）

第2期

約399.6億円

（約44.4億円/年）

第3期

約51.3億円

（約5.7億円/年）

第4期

約225.8億円

（約28.2億円/年）
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新築 除却 部位改修

中規模修繕 大規模改修・長寿命化改修

累計ダミー 系列8

0
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1,000

将来35年間の更新費用平均 将来35年間の普通建設事業費（推計）平均

将来35年間の更新費用総額 計画期間総額

普通建設事業費（公共建築物）
（推計）
約856.4億円

普通建設事業費（公共建築物）
（推計）
平均額 約24.5億円/年

将来35年間の更新費用
約902.9億円

将来35年間の更新費用
平均額 約25.8億円/年

本計画に基づく対策を実施した場合、
今後35年間に必要となる費用は…

約902.9億円
（約25.8億円/年）

削減効果は…

総額約612.8億円
（約17.5億円）

将来の財政状況を踏まえ、更
なる費用の圧縮と平準化につ
いて、今後も検討が必要

今ある全ての施設を維
持し続けると、
総額約1,515.7億円
（約43.3億円/年）

削減率 40.4％
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